
ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）

（総合政策部）

№01

担当課室 総合政策部秘書課 事業名 市制施行記念式典事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業区分 その他事業

事業概要

　9月1日の市制施行日を記念し式典を行う。
　また、式典において一宮市表彰条例に基づき、本市の公共の福祉の振興に関し著しい功績のあったものを
推挙し、表彰を行う。

マニフェスト 　－

1,687 千円 0 千円1,687 千円 1,687 千円 0 千円

事業概要

　市役所各課から市民に知らせたい情報等を集め、広報紙「広報一宮」に集約し、全ページカラー刷りで印
刷する。毎月1回発行する「広報一宮」は、町内会等を通じて市内の世帯（事業所）を対象に配られるほか、
公共施設や一部のコンビニエンスストアなどでも入手できるように配布する。

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

円

№02

担当課室 総合政策部広報課 事業名 広報紙発行事業 事業区分 その他事業

対象1人あたり 5,623式典参加者数：300人ＫＰＩ 受益者など（見込）

千円 0 千円 32,932 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

18 円

№03

担当課室 総合政策部広報課 事業名 ウェブサイト関連事業 事業区分 その他事業

対象1部あたり

事業概要

　ウェブサイト更新システム（ＣＭＳ）を利用して、市ウェブサイトを運用し、誰もが知りたいときに市政
に関する情報を得ることができるよう提供する。また英語・中国語・韓国語の3カ国語で閲覧できる自動翻訳
サービスも提供する。フェイスブックやツイッター、ＬＩＮＥなどによる情報発信も行う。

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

広報紙年間発行部数：1,812,000部

31

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

対象1件あたり 0.51 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

4,689 千円 4,689 千円 0 千円 4,689 千円 0 千円

市ウェブサイトのアクセス件数：9,123,780件

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

32,932 千円 32,932

1



ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）

対象1人あたり 64 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

25,058 千円 25,058 千円 0 千円 25,058 千円 0

事業概要

予算編成過程・ＫＰＩの公開

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ②

広聴活動事業

一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人

事業区分 その他事業

事業概要

　市政各分野の具体的事項について市民の意見を知るため、無作為に選んだ18歳以上の市民3,000人を対象に
年1回アンケートを行い、その結果を公表する。また弁護士による無料法律相談を、毎月6回行う。市民総合
相談室を開設し、随時、市民からの相談に相談員が対応する。

千円

　市内ケーブルテレビで、人・イベント・市政などを紹介する10分番組「Ｉ　ＬＯＶＥ　いちのみや」を週
替わりで放送。また動画サイトでも公開。1カ月の番組をＤＶＤにまとめて、市立図書館で貸し出し。また市
内コミュニティーＦＭで、毎週月～金曜日に15分の市政番組を放送。また市ウェブサイトでも音声データを
公開する。

マニフェスト

千円

対象1人あたり 0.44 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

170 千円 170 千円 0 千円 170 千円 0

一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№06

担当課室 総合政策部政策課 事業名 自治基本条例関連事業 事業区分 その他事業

事業概要

　自治基本条例によるまちづくりを推進するため、パンフレットやパネルなどにより広く市民に啓発すると
ともに、まちづくり子どもアイデアの募集（その結果を地域に提供）などを行う。

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

2,995 千円 2,995 千円 0 千円 2,995 千円 0 千円

対象1人あたり 4,621 円法律相談利用者：648人

　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№05

担当課室 総合政策部広報課 事業名

31
№04

担当課室 総合政策部広報課 事業名 各種広報媒体活用事業 事業区分

（総合政策部）

その他事業

2



千円

対象1あたり 62 円

査定結果の理由等

　旅費について、業務改善全国大会への参加人数を見直して一部減額した。

266 千円 232 千円 △34 千円 232 千円 0

制度対象職員：3,692人ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№09

担当課室 総合政策部政策課 事業名 業務改善報告・職員提案事業 事業区分 その他事業

事業概要

　業務改善報告と職員提案を奨励するとともに、業務改善発表会を行い、行政効率の向上と、さまざまな改
革・改善が進められる職場の風土づくりに寄与する。

千円

対象1項目あたり 24,257 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

849 千円 849 千円 0 千円 849 千円 0

第7次総合計画の各施策：35項目ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 39　第7次総合計画（10か年計画）を策定し、着実に実行します

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№08

担当課室 総合政策部政策課 事業名 総合計画推進及び行政評価事業 事業区分 その他事業

事業概要

　本市の目指す方向性と取組を施策として明示した第７次総合計画を平成30年度からスタートさせた。この
計画の推進にあたり、施策及び施策を構成する事業の進捗状況を把握・評価して改善していくためのＰＤＣ
Ａサイクルを計画期間（10年間）にわたり継続的に運用する。また、市民ワークショップにより、市民の意
見を取り込み、施策の評価に活用する。

千円

対象1人あたり 5.70 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

2,198 千円 2,198 千円 0 千円 2,198 千円 0

一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　平成31年度から５年間を計画期間とした、第３次一宮市男女共同参画計画を推進するため、市民向け講座
や事業所向け出前講座の開催、情報紙の発行、作品募集などを行う。また、男女共同参画推進懇話会を開催
し、指標による計画の進捗管理を行う。

マニフェスト 40　“女性が輝く街”一宮を目指します

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31
№07

担当課室 総合政策部政策課 事業名 男女共同参画推進事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

その他事業

3



千円

対象1人あたり 6.25 円

査定結果の理由等

　消耗品費や旅費等の事務経費の必要性を精査して一部減額した。

2,467 千円 2,410 千円 △57 千円 2,410 千円 0

一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№12

担当課室 総合政策部政策課100周年記念事業推進室 事業名 市制施行100周年記念事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　市制施行100周年記念事業の円滑な推進と実現に向け、基本方針（テーマ）や事業概要等について市民及び
外部有識者等の意見を聴取することを目的に準備委員会を設置する。また、市制施行100周年を内外に発信す
るシンボルとするため、ロゴマーク・キャッチコピーを公募するとともに、先行事例の調査や協力事業者等
との協議を進める。

千円

対象1団体あたり 407,400 円

査定結果の理由等

　調査研究・情報収集のための旅費について、実績に基づき見直して一部減額した。

2,242 千円 2,037 千円 △205 千円 2,037 千円 0

プロジェクトに参画する企業・団体等：5団体ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№11

担当課室 総合政策部政策課 事業名 一宮ブランド戦略事業 事業区分 その他事業

事業概要

　地方創生における課題の解決策として、官民連携や他自治体との協力体制の構築等を進めるため、国内外
の先進事例調査等を行う。

千円

対象1人あたり 77 円

査定結果の理由等

　シティプロモーションに関するイベント開催業務の委託料について、費用対効果などの点から疑問
があったため、委託料の全額を削減した。

1,719 千円 1,160 千円 △559 千円 1,160 千円 0

出生者・転入者：14,985人ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　まち・ひと・しごと創生推進会議（有識者会議）を開催し、まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗管理
及び検証を行うとともに、現行の総合戦略の計画期間が平成31年度までのため、次期総合戦略を策定する。
　また、総合戦略における「シティプロモーションの推進」に基づき制作したＰＲ動画を活用して、YouTube
やリーフレット等で情報発信することにより、一宮市への移住・定住を促進する。

マニフェスト 10　一宮を“地方創生”リーダーに！アベノミクス地方創生メニューを活用します

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31
№10

担当課室 総合政策部政策課 事業名 まち・ひと・しごと創生推進事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

地方創生事業

4



千円

対象1世帯あたり 10,961 円

査定結果の理由等

　市全体の予算規模を踏まえて要求額の一部を一旦保留したが、事業の優先度を再検討した結果、要
求額通りに計上した。

49,175 千円 29,175 千円 △20,000 千円 49,175 千円 ＋20,000

対象6町内会のＨ30.10.1現在世帯数：4,486世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№15

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域集会施設建設補助事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　平成31年度は新築4件、改造2件、耐震改修工事1件、耐震診断5件に対する補助を予定している。集会施設
は地域住民の集会や学習等に利用する地域活動の拠点となる施設であり、集会施設の新設、増改築、改造、
耐震診断、耐震改修に対して補助金を交付する。

千円

対象1世帯あたり 154 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

720 千円 720 千円 0 千円 720 千円 0

補助対象町内会の世帯数（24基分＝24町内会分）：4,674世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№14

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域活動用掲示板設置補助事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　地域住民が町内会内で情報伝達するための掲示板の設置について、設置経費の一部（1/2）を補助すること
によって、地域活動の活性化を図る。

千円

対象1世帯あたり 926 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

147,581 千円 147,581 千円 0 千円 147,581 千円 0

一宮市Ｈ30.10.1現在世帯数：159,312世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　自主的で円滑な連区・町内会活動の運営及び市行政に協力する事務等に助成を行うことで、町内会の運営
を財務面で支援し、町内会活動の育成・充実を図る。

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31
№13

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 町内会運営助成事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

その他事業

5



千円

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№18

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域づくり協議会一般コミュニティ助成事業 事業区分 新規事業

事業概要

　提案事業が終了した地域づくり協議会が対象であり、地域にとって整備することでより良い効果が認めら
れると判断された設備等に対し、一般コミュニティ助成事業補助金を交付する。

千円

対象1世帯あたり 176

対象1世帯あたり 440 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

5,000 千円 5,000 千円 0 千円 5,000 千円 0

対象連区Ｈ30.10.1現在世帯数：11,358世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

11,834 千円 11,834 千円 0 千円 11,834 千円 0

対象連区Ｈ30.10.1現在世帯数：67,205世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№17

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域づくり協議会提案事業交付金事業 事業区分 その他事業

事業概要

　設立認定から4年を経過した地域づくり協議会が対象であり、地域にとってより良い効果が認められると判
断された事業に対し、提案事業交付金を交付する。
　従前から実施されている事業以外に対して、協議会が一時的、集中的に資金を得ることで、大きな事業展
開・効果が期待できる。

千円

対象1世帯あたり 739 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

108,863 千円 108,863 千円 0 千円 108,863 千円 0

協議会設置連区Ｈ30.10.1現在世帯数：147,208世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　地域住民による自主的な地域活動の推進を図るため、連区を単位とする複数の団体で構成される地域づく
り協議会に対し、既存の補助金等を統合し、新たな交付金として一括交付する。

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31
№16

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域づくり協議会交付金事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

その他事業

6



千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 28 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

10,851 千円 10,851 千円 0 千円 10,851 千円 0

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№21

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 防犯対策事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市内の防犯対策として、町内会ごとに選出された防犯委員に対し年１回開催される防犯委員会で講話を行
う。市民パトロール隊の隊員に対しベスト、ジャンバー等を貸し出しする。また、年２回の研修会を開催す
る。青色防犯パトロール隊に対し青色回転灯、ドライブレコーダーの貸し出しを行う。委託事業として青色
防犯パトロール車を毎日0時～5時の間１台巡回している。一宮防犯協会連合会の会員として負担金を支出し
ている。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 丹陽町連区Ｈ30.10.1現在世帯数：12,104世帯 対象1世帯あたり 16 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

196 千円 196 千円 0 千円 196 千円 0

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№20

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 地域交通安全会補助事業 事業区分 その他事業

事業概要

　各連区に設置されている地域交通安全会に対し補助金の交付を行う。
　交付は地域づくり協議会が設置されている連区には地域づくり協議会交付金に合算し支給するため、地域
づくり協議会が設置されていない丹陽町連区に対し行う。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市Ｈ30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 69 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

26,936 千円 26,936 千円 0 千円 26,936 千円 0

事業概要

　市内の交通安全を推進するため、各季毎に交通安全市民運動実施要綱を作成し、警察署と連携して関係各
課・各機関の協力を求め、運動を展開する。また、防犯交通安全指導員（4名）による75歳以上の高齢者世帯
への戸別訪問や、保育園・小学校等での交通安全教室を通じて交通安全の啓発を行う。

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№19

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 交通安全推進事業 事業区分 その他事業
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千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市民活動支援センター利用者（年間）：24,000人 対象1人あたり 582 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

13,989 千円 13,989 千円 0 千円 13,989 千円 0

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№24

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 市民活動支援センター事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市民活動の自立性・自主性を促し、さまざまな分野で活躍する市民活動団体を推進するとともに、市民活
動に対する市民の意識啓発と、市民活動の活性化を図ることを目的として、市民活動支援センターを開設し
ている。その運営については、民間のノウハウを生かすため、業務委託している。
　具体的な業務内容としては、印刷、会議室、貸事務室等のサービスの提供、紙媒体やウェブサイトでの情
報発信、市民活動に関する相談の対応などがある。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 補助対象町内会：38町内会 対象1町内会あたり 357,789 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

13,596 千円 13,596 千円 0 千円 13,596 千円 0

マニフェスト 18　防犯カメラなどの対策充実を支援します

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№23

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 防犯カメラ補助事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市民が安全安心に暮らせる地域にするため、町内会又はマンション管理組合で設置する防犯カメラに対
し、補助金を交付する。（新設・維持）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 補助対象町内会：296町内会 対象1町内会あたり 183,192 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

54,225 千円 54,225 千円 0 千円 54,225 千円 0

事業概要

　市民が安全安心に暮らせる地域にするため、町内会で設置する防犯灯に対し、補助金を交付する。（新
設・維持）

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№22

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 防犯灯補助事業 事業区分 その他事業
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千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） ｉ－バスミニ利用者（年間）：1,440人 対象1人あたり 986 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

1,421 千円 1,421 千円 0 千円 1,421 千円 0

マニフェスト 29　バス運行などについてデータを基に継続的な見直しを行います

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№27

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 ｉ－バスミニ運行事業 事業区分 地方創生事業

事業概要

　駅やバス停から離れた公共交通を利用しづらい地域の公民館等に、予約制の乗合タクシー「ｉ－バスミ
ニ」の停留所を設置し、最寄りのバス停までの送迎を行う。平成31年度は、一部地域で最寄りのスーパー
マーケットまでの送迎を行う「ｉ－バスミニ（買物便）」の試行運行を行う。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） おでかけバス手形交換枚数：720枚 対象1枚あたり 600 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

432 千円 432 千円 0 千円 432 千円 0

マニフェスト 29　バス運行などについてデータを基に継続的な見直しを行います

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№26

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 公共交通利用支援 事業区分 その他事業

事業概要

　一宮市内の全バス路線で利用できる１日乗車券「一宮おでかけバス手形」でバスに乗車し、ⅰ－ビル内の
公共施設（中央図書館、中央子育て支援センター、市民活動支援センター）のいずれかを利用した方に対
し、利用した対象施設で確認印を受けた使用済みの１日乗車券３枚を、未使用の１日乗車券１枚と交換する
もの。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 支援対象団体：69団体 対象1団体あたり 534,347 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

36,870 千円 36,870 千円 0 千円 36,870 千円 0

事業概要

　市民活動団体に支援金を交付する制度で、18歳以上の市民が、自身が応援したい団体を3団体以内で選んで
届出を行い、その結果に応じて団体への支援金が決定される。
　団体とは別に、市民活動支援のために使われる「市民活動支援基金」への積立ても選択することができ
る。

マニフェスト 36　市民との協働の推進をさらに図ります

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№25

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 市民活動支援事業 事業区分 その他事業
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千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 尾張一宮駅・名鉄一宮駅乗降者（年間）：16,061,068人 対象1人あたり 0.70 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

11,292 千円 11,292 千円 0 千円 11,292 千円 0

マニフェスト 28　自転車や歩行者にもやさしい交通環境整備を進めます

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№30

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 放置自転車等対策事業 事業区分 その他事業

事業概要

　一宮駅を利用する歩行者等が安全に通行できるようにするため、一宮駅周辺に自転車等の放置禁止区域及
び放置規制区域を指定しており、区域内の放置自転車等を即日撤去し、撤去した自転車等の保管及び返還を
行う。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 光明寺線、一宮・イオン木曽川線利用者（年間）：207,014人 対象1人あたり 57 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

12,000 千円 12,000 千円 0 千円 12,000 千円 0

マニフェスト 29　バス運行などについてデータを基に継続的な見直しを行います

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№29

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 バス路線維持対策補助事業 事業区分 その他事業

事業概要

　138タワーパーク及び総合体育館と一宮駅を結ぶ「名鉄バス光明寺線」、木曽川町地域と一宮駅を結ぶ「名
鉄バス一宮・イオン木曽川線」、それぞれの運行経費の欠損額に対する補助を行い、市の公共交通ネット
ワークの幹線的バスとして両路線を維持し、地域住民の生活交通の確保を図るもの。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） ｉ－バス利用者（年間）：260,521人 対象1人あたり 405 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

105,665 千円 105,665 千円 0 千円 105,665 千円 0

事業概要

　市の公共交通計画に基づくネットワークのうち、ｉ－バス（一宮コース、尾西北コース、尾西南コース、
木曽川・北方コース、千秋町コース【千秋ふれあいバス】、大和町・萩原町コース【ニコニコふれあいバ
ス】）６コースの運行を行う。

マニフェスト 29　バス運行などについてデータを基に継続的な見直しを行います

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№28

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 ｉ－バス運行事業 事業区分 その他事業
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千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 地域防災計画配備か所数：659箇所 対象1箇所あたり 7,097 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、研修旅費を見直して一部減額した。

4,703 千円 4,677 千円 △26 千円 4,677 千円 0

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№33

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 防災計画事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市の防災に係る計画など検討するため、会議や協議会を開催する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市H30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 3.91 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

1,509 千円 1,509 千円 0 千円 1,509 千円 0

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№32

担当課室 総合政策部中核市移行推進課 事業名 中核市移行推進事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　中核市移行を目指して、愛知県から移譲される事務を抽出し、必要となる職員配置や組織体制等の検討を
行うとともに、国・県・関係機関・市民等への説明を行う。
　平成31年度からは担当組織を「中核市移行準備室」から「中核市移行推進課」として充実させ、業務の推
進を図る。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 駐輪場利用者（年間延べ人数）：2,398,415人 対象1人あたり 10 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

24,347 千円 24,347 千円 0 千円 24,347 千円 0

事業概要

　市が管理している鉄道駅やバス停付近の駐輪場（37箇所）を有効に利用し、周辺道路への駐輪を防ぐため
駐輪場内の自転車整理など維持管理を行う。

マニフェスト 28　自転車や歩行者にもやさしい交通環境整備を進めます

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№31

担当課室 総合政策部交通政策課 事業名 駅駐輪場管理事業 事業区分 その他事業
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千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市H30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 58 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

22,434 千円 22,434 千円 0 千円 22,434 千円 0

マニフェスト 20　災害時などの市民への情報伝達手段を増やして確実なものとします

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№36

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 防災施設充実強化事業 事業区分 その他事業

事業概要

　指定避難所や災害時に必要となる機器等を整備する。
　平成31年度は、小中学校の受水槽を利用した飲料水の確保のために、災害時に利用できる給水栓の取り付
けを行う。また平成30年度に引き続いて、発電機と屋内運動場の分電盤を接続して、停電時の照明を確保す
るため、避難所発電機回路修繕工事を実施する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 大規模地震想定避難者数：385,709人 対象1人あたり 32 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

12,644 千円 12,644 千円 0 千円 12,644 千円 0

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№35

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 災害備蓄物資充実強化事業 事業区分 その他事業

事業概要

　災害に備え、食糧や資機材等の備蓄物資を整備する。
　平成31年度は、平成26年5月新庁舎移転時に一括購入した本庁舎保管用の食糧について、賞味期限が近づく
ため順次買換えを行なう。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 防災訓練等参加者：13,900人 対象1人あたり 371 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、事業用備品購入費を見直して一部減額した。

5,241 千円 5,170 千円 △71 千円 5,170 千円 0

事業概要

　市民の自主防災意識の向上のために、防災訓練や啓発等（出前講座、自主防災講演会や親子防災教室等）
を実施する。

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№34

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 自主防災推進事業 事業区分 その他事業
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5,827 千円 5,827 千円 0 千円 4,740 千円 △1,087 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市H30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 12 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査し、担当課から予算要求があった備蓄倉庫7か所分のうち、4か所分を集
約して保管することで効果が得られると判断し、一部減額した。

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№38

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 備蓄物資保管輸送事業 事業区分 その他事業

事業概要

　災害時に避難所へ速やかに物資を輸送できるようにする。
　平成31年度は、現在、9か所の備蓄倉庫で分散保管している毛布の内、大型トラックでの搬出に支障等があ
る4か所分（892箱）を、災害時の物資輸送協定を締結している民間事業所内の倉庫で保管することにより、
すでに平成30年度から保管業務を委託している備蓄食糧と併せて、災害時に避難所への迅速かつ効果的な物
資輸送を確保するもの。

マニフェスト 　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

8,426 千円 8,426 千円 0 千円 8,426 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 一宮市H30.10.1現在人口：385,709人 対象1人あたり 21 円

31 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （総合政策部）

№37

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 防災情報システム強化事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市民への情報伝達手段を強化し、迅速な受信と伝達情報の充実を図る。

マニフェスト 20　災害時などの市民への情報伝達手段を増やして確実なものとします

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額
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